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減価償却：税法上の定率法 
 

 使用、時の経過あるいは陳腐化などの原因により徐々に減価する固定資産（減価償却資産）に

適用される費用配分の手続き。 減価償却資産の減価に対応して、当該資産の取得原価から残存

価額を差し引いた額（要償却額）をその耐用年数の各期間にわたり費用として配分する会計上の

手続き。各期間に配分された費用が減価償却費。 

 

旧定率法による減価償却 （2007年3月以前に取得）
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横軸は会計年度末。 注：第14年度からは均等償却。

価
額

帳簿価額 減価償却費 償却累計額

帳簿価額 2,000 1,588 1,261 1,001 795 631 501 398 316 251 199 158 126 100

減価償却費 412 327 260 206 164 130 103 82 65 52 41 33 26

償却累計額 412 739 999 1,205 1,369 1,499 1,602 1,684 1,749 1,801 1,842 1,874 1,900
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条件：取得原価2000、耐用年数10年、減価償却率（省令）0.206、残存価額5％

 

新定率法による減価償却 （2007年4月以降に取得）
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横軸は会計年度末。 第8年度からは250％定率法による償却額が償却保証額を下回るの
で均等償却。

価
額

帳簿価額 減価償却費 償却累計額

帳簿価額 2000 1500 1125 844 633 475 356 267 178 89 1 

減価償却費 500 375 281 211 158 119 89 89 89 88 

償却累計額 500 875 1156 1367 1525 1644 1733 1822 1911 1999 
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条件：取得原価2000、耐用年数10年、減価償却率10%×2.5、保証
率0.04448、改定償却率0.334、残存簿価 1

 


